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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

  

 
  

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 第６期第２四半期連結累計期間および第６期第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４ 第７期第２四半期連結累計期間、第７期第２四半期連結会計期間および第６期の潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益については、１株当たり四半期（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 
第６期

前第２四半期
連結累計期間

第７期
当第２四半期
連結累計期間

第６期
前第２四半期
連結会計期間

第７期
当第２四半期
連結会計期間

第６期

会計期間 
自 平成20年４月１日 

至 平成20年９月30日 

自 平成21年４月１日

至 平成21年９月30日

自 平成20年７月１日

至 平成20年９月30日

自 平成21年７月１日 

至 平成21年９月30日 

自 平成20年４月１日

至 平成21年３月31日

売上高 （百万円） 133,389 85,381 66,388 45,076 228,637 

経常利益又は経常損失
（△） 

（百万円） 4,733 △6,435 1,709 △1,292 △584 

四半期純利益又は四半期
（当期）純損失（△） 

（百万円） 2,577 △8,453 935 △3,500 △11,500 

純資産額 （百万円） － － 77,841 49,822 56,690 

総資産額 （百万円） － － 239,424 184,949 193,644 

１株当たり純資産額 （円） － － 329.99 217.06 242.34 

１株当たり四半期純利益
又は四半期（当期）純損
失（△） 

（円） 11.35 △37.22 4.12 △15.41 △50.64 

潜在株式調整後１株当た
り四半期（当期）純利益
金額 

（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） － － 31.3 26.7 28.4 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

（百万円） 6,988 6,202 － － 14,293 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

（百万円） △5,786 △6,620 － － △12,391 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

（百万円） △1,409 482 － － △2,831 

現金及び現金同等物の四
半期末（期末）残高 

（百万円） － － 4,237 3,554 3,465 

従業員数 （人） － － 3,880 3,574 3,582 
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当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1) 連結会社における状況 

平成21年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員であります。 

２ 従業員欄の(外書)は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。 

３ 臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いています。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成21年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員であります。 

３ 臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いています。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

従業員数(人) 3,574 （414） 

従業員数(人) 2,067 （160） 
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第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績及び受注実績 

当社グループの生産実績及び受注実績は、グループ内の会社間で前工程生産と後工程生産を行なって

いる場合があり、各社の取引額の単純合計がそのまま連結生産実績とはならないこと、また受注生産形

態をとらない製品もあることから、事業ごとに生産規模及び受注規模を金額又は、数量で示すことはし

ておりません。 

  

(2) 販売実績 

当社グループの第２四半期連結会計期間における販売実績は次のとおりであります。 

 
  

当第２四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。 

(1) 経営成績の分析 

当第２四半期連結会計期間における当社グループを取り巻く我が国経済の環境は、自動車、電機等主要業種を中心

に回復傾向にあるものの、昨年度後半以降の米国経済減速や金融危機の影響が残り、設備投資の回復が見られないな

ど経済活動としては依然として低い水準が続きました。 

アルミニウム圧延業界では、主要製品である飲料用缶材が夏場の天候不順の影響から前年比マイナスとなり、ま

た、自動車、電気機械、卸・小売等大半の分野において落ち込みが大きく、圧延品需要全体では前年同期比で２割弱

の減少となりました。 

このような環境のもと当社グループでは、当四半期においては、自動車及び電機関連など一部品種に下げ止まり感

が現れていますが、天候不順の影響により飲料用缶材は微減となり、また液晶・半導体製造装置向け等の厚板や一般

汎用材など設備投資に関係する分野は回復が遅れており、全体の販売数量は前年同期比で約２０％前後の減少となり

ました。 

１ 【生産、受注及び販売の状況】

 第７期 第２四半期連結会計期間

金 額（百万円） 前年同四半期比（％）

売上高 45,076 67.9 

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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損益面では、原材料費の削減、製品歩留まりの向上等のコスト削減活動や人員の効率的な配置転換等の合理化策、

更には固定費の削減をはじめとした諸施策を実行するなど収益改善策に鋭意取り組んでまいりましたが、上述の各種

製品の売上数量減少に加え、地金ポジションの好転が当初見込みより遅れるなど、引き続き厳しい事業環境となりま

した。 

なお、経済環境の変化などへの柔軟な対応を図り、強固な収益体制を確立することを目的に、板圧延事業の構造改

革を進めております。これに伴う設備廃棄や遊休化などに係る事業構造改善費用を、当第２四半期決算において特別

損失として2,018百万円計上いたしました。 

  

（売上高） 

当第２四半期連結会計期間における売上高は45,076百万円（前年同期比32.1％減）となりました。自動車関連製

品など一部品種に下げ止まり感が現れてきていますが、主要製品である飲料用缶材が伸び悩んだことに加え、液晶

製造装置向け等の厚板や一般汎用材など回復が遅れており、また地金価格下落の影響などから、大幅に減少しまし

た。 

  

（営業利益） 

上記のとおり、売上高の減少や前年度後半の地金価格急落によるポジション悪化の影響が続いていること等で、

当第２四半期連結会計期間における営業損失は887百万円（前年同四半期は営業利益2,058百万円）となりました。 

（経常利益） 

当第２四半期連結会計期間における営業外収益は144百万円（前年同四半期比21.2%の減）となりました。これは

還付加算金が発生した一方で、アルミニウムスクラップ売却等の物品売却益が大きく減少したことが主要因です。 

また、当第２四半期連結会計期間における営業外費用は549百万円（前年同四半期比3.4%の増）となりました。こ

れは持分法による投資損失が発生したことが主要因です。 

その結果、当第２四半期連結会計期間における経常損失は1,292百万円（前年同四半期は経常利益1,709百万円）

となりました。 

（税金等調整前四半期純利益） 

当第２四半期連結会計期間における特別損失は2,086百万円（前年同四半期比1,972百万円の増）となりまし

た。これは事業構造改善費用が2,018百万円発生したことが主要因です。 

以上の結果、当第２四半期連結会計期間における税金等調整前四半期純損失は3,378百万円（前年同四半期は税金

等調整前四半期純利益1,605百万円）となりました。 

（四半期純利益） 

当第２四半期連結会計期間における法人税等は112百万円（前年同期比468百万円の減少）となりました。 

以上の結果、当第２四半期連結会計期間における四半期純損失は3,500百万円（前年同四半期は四半期純利益935

百万円）となりました。 

  

(2) 財政状態の分析 

（総資産） 

当第２四半期連結会計期間末における総資産は184,949百万円（前連結会計年度比8,695百万円の減少）となりま

した。このうち、流動資産については74,863百万円であり、前連結会計年度より4,670百万円減少しています。これ

は、主に受取手形及び売掛金が8,186百万円増加した一方で原材料及び貯蔵品が4,901百万円減少したこと、及び仕

掛品が2,527百万円減少したこと、及び未収還付法人税等が1,901百万円減少したこと等によるものです。また、固
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定資産については110,086百万円であり、前連結会計年度末より4,025百万円減少しました。これは、主に有形固

定資産が5,103百万円減少したこと等によるものです。 

（負債） 

当第２四半期連結会計期間末における負債は135,126百万円（前連結会計年度比1,828百万円の減少）となりまし

た。これは、主に支払手形及び買掛金が2,740百万円増加した一方で流動負債その他が3,143百万円減少したこと及

び未払金が3,156百万円減少したことによるものです。 

（純資産） 

当第２四半期連結会計期間末における純資産は49,822百万円（前連結会計年度比6,867百万円の減少）となりまし

た。これは、主に第２四半期連結累計期間における四半期純損失が8,453百万円計上されたこと等により、利益剰余

金は8,908百万円減少したことによるものです。 

（自己資本比率） 

当第２四半期連結会計期間末における自己資本比率は26.7％（前連結会計年度比1.8ポイントの悪化）となりまし

た。 

（１株当たり純資産額） 

当第２四半期連結会計期間末における１株当たり純資産額は217円06銭（前連結会計年度比25円28銭の減少）とな

りました。 

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、3,554百万円（前年同四半期比683百万円の減少）

となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは主として減価償却費が6,704百万円、たな卸資産の減少額が8,430百万円と

なった一方で、税金等調整前四半期純損失が8,478百万円、売上債権の増加が8,151百万円あったこと等により、

6,202百万円の収入となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、主として有形固定資産の取得による支出が4,792百万円及び子会社

株式の取得による支出が1,967百万円であったこと等により6,620百万円の支出となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、主として長期借入金の返済による支出が3,443百万円あった一方で長期借

入れによる収入が3,255百万円及び短期借入れによる収入が961百万円あったこと等により、482百万円の収入となり

ました。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

(5) 研究開発活動 

当第２四半期連結会計期間における当社グループが支出した研究開発費の総額は651百万円であります。 
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平成20年11月11日

古河スカイ株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている古

河スカイ株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20

年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、古河スカイ株式会社及び連結子会社の平成

20年９月30日現在の財務状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計

期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。 

  

  追記情報 

１．四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更（２）に記載されているとおり、会社は製造経費と

して処理していた研究開発費について、第１四半期連結会計期間より、基礎的な研究開発費を一般管理費に計上す

ることに変更した。 

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年10月１日付けで退職給付制度全体をポイント制退職金制

度へ変更すること、並びに適格退職年金制度から確定給付企業年金制度への移行と一部確定拠出年金制度の新規導

入について、平成20年７月24日に労使合意し、平成20年８月５日に厚生労働省への認可申請を行っている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    黒澤 誠一    ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    仲井 一彦    ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士    秋山 賢一    ㊞ 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



  

平成21年11月11日

古河スカイ株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

古河スカイ株式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結

会計期間（平成２１年７月１日から平成２１年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２１年

４月１日から平成２１年９月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、

四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四

半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、古河スカイ株式会社及び連結子会社の平成

２１年９月３０日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計

期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

   

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員 
  

公認会計士    黒澤 誠一  ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 
  

公認会計士    仲井 一彦  ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 
  

公認会計士    秋山 賢一  ㊞ 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年11月13日 

【会社名】 古河スカイ株式会社 

【英訳名】 Furukawa-Sky Aluminum Corp. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 吉原 正照 

【最高財務責任者の役職氏名】 代表取締役専務 高山 重憲 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区外神田四丁目14番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

  

  



当社代表取締役社長 吉原 正照及び代表取締役専務 高山 重憲は、当社の第７期第２四半期(自

平成21年７月１日 至 平成21年９月３０日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適

正に記載されていることを確認いたしました。 

  

特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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